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モデル事業を踏まえた実践のためのステップ



モデル事業における取り組み状況
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• かかりつけ医と医療保険者の協働により、加入者の重症化予防に必要な保健指導の実施や、地域資源の活用を進めることで、加入者の健

康面・社会生活面の課題を解決することを目的とし、令和３年度より開始。

• 令和５年度までの３カ年で９府県の保険者協議会が実施。

• 取組のポイントとなる以下の３点については、協議会ごとに様々な工夫がされていた。

• 保険者協議会による、複数市町村や市町村国保以外の保険者を統括した取組の検討（地域資源マップ、アセスメントツールの作成・リン

クワーカー合同研修会の開催等）が進むと、更なる取組の向上につながると考えられる。

対象者

かかりつけ医等

保険者（自治体）

住民（被保険者）

保険者

かかりつけ医等

受診

• かかりつけ医等：問診（アセスメント）結果を踏まえ、介入が必要と考えられる住民
（対象者）の受診状況・診断結果・治療方針等を保険者やリンクワーカーに共有

リンクワーカー 保健師・管理栄養士・ケアマネジャー・
生活支援コーディネーター・ボランティア 等

社会資源を紹介

情報共有・経過報告

特定健診等の健診・保健事業の実施
健診結果を踏まえた受診勧奨

社会資源

行政・関係機関
（例：行政相談窓口、保健事業、
地域包括支援センター等）

その他の地域資源
（例：運動、ボランティア、趣

味・学習等）

社会資源
リスト・マップ

参加・相談

対象者を紹介・
情報共有・経過報告

ポイント②
リンクワーカー機能を担う主体

ポイント③
地域の社会資源の整備状況

ポイント①
医療従事者による介入手法

対象者の抽出条件等を
事前に相談・調整

情報
提供



モデル事業で見られたポイントと考えられる対応
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• 本モデル事業の取組におけるポイントについて、今後、以下のような対応が考えられる。

ポイント 考えられる対応詳細

ポイント①：
医療従事者による

介入手法

• モデル事業で作成・使用された問診票（アセスメント
シート）等を共有。他の地域で使用されているアセス
メントシートを参考に、地域の特性を踏まえ作成でき
るよう支援。

• 多様な関係者が取組の目的を共有し、一定
の共通水準で対象者を抽出するために、ア
セスメントシートを作成する等、地域ごと
に独自にゼロから作成している。

※モデル事業においては、多くの地域で問診票をゼロから独
自に作成している。

ポイント②：
リンクワーカー機能

を担う主体

• 地域には、既にリンクワーカーに近い役割を担ってい
る主体（生活支援コーディネーター、民生委員等）が
存在するため、地域の実態に合わせて必要な場合、リ
ンクワーカー機能を担う主体を検討

• 多様な主体（医療従事者、保険者・行政・
民間（ボランティア））がリンクワーカー
機能を担っており、各々が担う役割も多岐
にわたっている。

※モデル事業においては、紹介・介入が必要な住民の抽出に
関与する医師をも含めてリンクワーカーと呼称している事
例もある。

ポイント③：
地域の社会資源の

整備状況

• 活用可能な社会資源の整備等、紹介可能な社会資源を
共有するための地域資源マップ等を作成

• 対象者の社会生活面の課題やニーズを踏ま
えた上で適切な社会資源を選定することが
重要であるが、地域毎に社会資源の整備状
況が様々である。



参考：モデル事業におけるリンクワーカーの実態

4

分類 平均人数
リンクワーカー
１人当たりの担当人数

A：リンクワーカーの人数
行政職員 14人

行政職員以外 10人

B：介入を行った対象者の人数 117人 5人

C：社会資源を紹介した人数 24人 1人

D：社会資源の利用につながった人数 10人

E：専門職による介入につながった人数 8人

【モデル事業におけるリンクワーカーの活動実績※】

紹介・介入が
必要と判断

社会資源を紹介 社会資源を利用

専門職による介入

A
C D

E

※：令和３～5年度にモデル事業を実施した９府県の平均値

リンクワーカー

B



ステップ

実践のためのステップ（概要）
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• 保険者協議会等による取組は、以下ステップに留意して推進する。

概要

・地域の実情や実践の成果に応じて、取
組の改善・精緻化を図る

（例）
• 社会資源マップ・リストの作成：リン
クワーカーが対象者の社会的課題や
ニーズを踏まえた上で適切な社会資源
を選定できるよう、地域の社会資源を
マップ化

• チームの拡充：取組状況を踏まえ、新
たな関係者との連携が可能となるよう
チームを拡充

• リンクワーカー研修の実施：リンク
ワーカー機能の質向上に向けて、コン
ピテンシー（知識、能力、態度等）の
取得を目指とした研修を実施

•追跡：対象者へ
の介入について
定期的なモニタ
リング

•評価：対象者の
目標が達成され、
健康課題・社会
課題の解決につ
ながっているか
の評価・取組の
改善

WHO
toolkit
STEP※

• 対応すべき課題
（孤独・孤立、
生活習慣、生活
困窮等）を整理

• 保険者協議会・
行政等が主体と
なって関係者間
で認識合わせを
行い、取組の目
的を設定

STEP１：
Conduct a 
situation analysis

• 地域の特性に合わせて、医師
会・社会福祉協議会等の課題
解決につなげるために必要な
関係者と連携し、核となる
チームを結成

• 関係者間で、対象者抽出のた
めのアセスメントシートの作
成等、医療従事者による介入
手法の検討、リンクワーカー
機能の検討（既存の人的資源
の活用、新規育成等）等を協
議

STEP２：
Assemble a 
core
implementatio
n on team

STEP３：
Develop an 
implementatio
n on work plan

STEP４：
Map out 
community 
resource

STEP５：
Get 
everyone 
on board

STEP６：
Link 
worker 
training

STEP７：
Monitoring and 
evaluation

④追跡・評価③取組の改善・精緻化①状況分析 ②実施体制の構築

詳細 • P.6参照 • P.7参照 • P.8参照 • P.9参照

※出典：WHO「A toolkit on how to implement social prescribing」



実践のためのステップ（詳細）
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ステップ①

地域の実情に応じて、取組で対応していく課題を整理し、取組の目的を設定。

①状況分析

【実施内容】
• 地域の社会文化的背景を踏まえ、取組において「どのような課題に対応するか」「対象となり得る住民は
誰か」を検討する。

• 保険者協議会・行政等が主体となり、取組の目的や期待される効果について、関係者間で確認する。

④追跡・
評価

③取組の改善・
精緻化

①状況
分析

②実施体制の
構築

【モデル事業における事例】

取組の背景・課題認識 取組の目的

• 特定健診受診率が県平均より低く、健診受診の重要性の理解や、
若いうちから生活習慣の改善に向けた行動を意識づけることが
課題となっていた

• 地域総ぐるみの健康づくりを実施し、住民の健康意識の底上げ
を図るとともに、健康づくりが文化として日常生活に根付く

• 医療資源等が少ない中で、超高齢社会を迎え、健康課題を抱え
ながら、老々介護、ひきこもり、８０５０問題、生活困窮、虐
待等の社会的な課題も抱える住民が増加していた

• 老々介護や生活困窮等の社会的リスクを抱える住民に対する予
防健康づくり、孤独・孤立対策

• 大学の調査において、「産後うつ等で妊産婦サービスにつなが
る必要がある対象者のうち、実際にサービスにつながっている
妊婦の割合が２割程度」と低かった。

• 妊産婦のメンタルヘルスの悪化、孤立・孤独、社会資源・サー
ビス利用不足の改善



実践のためのステップ（詳細）
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ステップ②

ステップ①で整理した課題の解決・目的の達成に向けてチームを結成し、実践のためのフローについて検討。

②実施体制の構築
【実施内容】
• 地域の特性に合わせて必要な関係者と調整し、核となるチームを結成する
• 対象者の抽出・リンクワーカーの確保・社会資源の整理等、具体的な実施体制について検討する

【検討事項】

検討項目 モデル事業における事例

①-１：対象者をどこで特定するか ・かかりつけ医等の診察時、特定健診・特定保健指導受診時、健康状態不明者への受診勧奨時

①-２：誰がどのように対象者を抽出するか
・保険者協議会が主体となり地域の専門職（医師等）と協議しながらアセスメントシートを作成
・行政が実施する既存調査（例：高齢者実態調査）の結果から対象者を抽出

②-１：誰がリンクワーカーの担い手となるか

・市町村の国保・衛生・高齢・福祉に配置された保健師・社会福祉士等や研修等を終了したボラン
ティア（民生委員など含む）等

・保険者が主体となり取組を推進するケースにおいては、既存の保健事業等を通して地域住民と接
点をもつ保健師等がリンクワーカーの役割を担うことで、健康面と社会生活面での一体的な支援
が実施でき、取組を開始しやすい。

②-２：どのようにリンクワーカーを養成・確保するか ・自治体・保険者協議会によるリンクワーカー研修の実施

③-１：どのように社会資源を選定するのか
・社会資源のリスト・マップ化による管理
・1人のリンクワーカーだけで選定するのではなく、多職種により社会資源を選定

③-２：どのような社会資源を紹介するか

・公的機関・サービス：行政（福祉・健康・栄養相談窓口、禁煙・減塩教室）、社会福祉協議会、
地域包括支援センター、公民館、ハローワーク 等

・公的外の機関・サービス：通いの場、運動教室、オンライン健康相談、趣味文化活動、
シルバー人材センター 等

医療機関住民（被保険者） 地域コミュニティ

対象者 医療従事者 リンクワーカー 社会資源

紹介

紹介

連携

受診

特定健診

検討項目① 検討項目② 検討項目③

④追跡・
評価

③取組の改善・
精緻化

①状況
分析

②実施体制の
構築



実践のためのステップ（詳細）
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ステップ③

社会資源マップの更新・多様な関係者の参画・リンクワーカー研修等、取組の質を向上させる方策について検討。

③取組の改善・
精緻化

【実施内容】
取組の結果に応じて、以下のような改善・精緻化を図る
• 社会資源マップ・リストの更新：対象者の社会生活面の課題やニーズを踏まえた上で適切な社会資源を選
定できるよう、地域の社会資源マップ（リスト）を更新する

• 多様な関係者の参画：取組状況を踏まえ、新たな関係者との連携が可能になるようにチームを拡充
• リンクワーカー研修：リンクワーカーの質の向上に向けて、コンピテンシー（知識、能力、態度等）の取
得を目指した研修を実施

取組内容 モデル事業における事例

社会資源マップ・
リストの更新

• 介護などの他分野（他事業）において活用されている資源リストを精査・更新した上で活用
• Googleマップなどの既存のツールを用いて社会資源を地図上に蓄積
• リンクワーカーなどの関係者間で新たに社会資源マップを作成

多様な関係者の
参画

• 行政・保険者協議会が関与していない主体（住民主体の趣味活動サークル等）とも連携
※多様な関係者の参画においては、県や保険者協議会が橋渡し役となった。
※モデル事業の取組を通して、取組の目的や成果が徐々に地域に認知され、様々な関係団体が提供する社会資
源の活用が可能になった。

リンクワーカー
研修

• 事例に関する関係者間での情報共有と支援を検討する研修会
• リンクワーカーの情報交換会
• リンクワーカーのスキル向上に向けたコミュニケーションスキルや対象者の伴走支援の方法についての研修会
※都道府県・保険者協議会と連携し県内横断的に実施する、大学の有識者と連携し実施するなど自治体以外の関
係者と連携することで効率的な実施につなげた。

【モデル事業における事例】

④追跡・
評価

③取組の改善・
精緻化

①状況
分析

②実施体制の
構築



多職種による検討会

実践のためのステップ（詳細）

ステップ④

取組の実効性を担保しながら、継続的に取組を実施するために、追跡や評価の仕組みについて検討。

④追跡・評価

【実施内容】
•追跡：社会資源を紹介した後の動きについて定期的に確認するための検討会を設置する等、追跡の仕組み
を構築する。

•評価：「実際に社会資源を利用したのか」「社会資源利用の効果を実感しているか」、また、取組が中断
されてしまった対象者に関しては「なぜ中断したのか」など、健康課題・社会課題の解決につながってい
るか評価し、取組の改善につなげる。大学と協働して分析を実施する等も考えられる。

9

【追跡・評価におけるポイント】

【評価のポイント】
• 専門的介入により課題が

解決したか

【評価のポイント】
• 利用していない理由、

中断した理由はなに
か

【評価のポイント】
• 継続して社会資源を

利用しているか
• 社会資源利用の効果

を実感しているか

医療従事者
（かかりつけ医等）

リンクワーカー

保険者協議会・行政

追
跡
・
評
価

【追跡のポイント】
• 対象者の状況を定期的に確認・共有

できるよう検討会等を設置

④追跡・
評価

③取組の改善・
精緻化

①状況
分析

②実施体制の
構築

紹介・介入が
必要と判断された

対象者

社会資源を紹介した
対象者

社会資源を
利用した対象者

社会資源を
利用していない
対象者

専門職による
介入を行った
対象者



資料集（1/8）
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「孤独感を感じるか」「メンタルヘルスの不調を感じているか」等の対象者の状況を尋ねるようなアセスメントシート（問診票）と

なっている。

出典：WHO「A toolkit on how to implement social prescribing」

・アセスメントシートのサンプル



出典：鳥取県提供資料

・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（鳥取県）

かかりつけ医等やリンクワーカーが住民の暮らしぶりや心身の健康状態などを

把握するための問診票となっている。

問合せ先：鳥取県福祉保健部医療・保険課

（nakagawar@pref.tottori.lg.jp）

資料集（2/8）
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出典：沖縄県提供資料

・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（沖縄県）

事務局で把握した生活状況をかかりつけ医に情報提供するために活用されて

いる。

 

連絡先

住宅種類

現在　　　　 飲酒歴

過去　　　  　（　　　）歳迄
喫煙歴

上記の情報提供に関するご本人の同意　　　　　　あり　・　なし

　　　市役所　　　　　課　　担当(　　　　　　　　　　　) TEL

生活状況情報提供シート
記載日：　R　　　年　　　月　　　日

新規　・　継続

フリガナ

本人氏名
男　女 S　　年　　月　　日生　（　　　）歳

介護認定   なし　　・　　あり　　　(　要支援　　  　　　要介護　　  　　　)

住所

家

族

構

成 キーパーソン(　　　　　　　　)

緊急

連絡先

氏名（　続柄　） 連絡先

　　　　      　（　） 　　　　      　

　　　　      　（　） 　　　　      　

持ち家 　　　・ 　　借家

障がい等認定   なし　　・　　あり　　　(　種類　    　　　　　　　　　　　　　)

利用中の

公的サービス

生

活

状

況

就労 経済状況

管理者

本人・本人以外(　　)

1日の過ごし方 地域参加状況・友人や家族関係

外出状況 外出手段

週（　　　　　　　　）回

外出先（　　　　　　　　　　　　　　）

徒歩・自動車・自動二輪・自転車・その他(　　　)

公共交通機関の利用　　できる　・　できない

食事　（　習慣・志向　） 運動（　種類・頻度　）

相談事項

自炊中心　　・　　中食中心　　・　　外食中心

服薬管理　（　方法・工夫　) コミュニケーション・こころの健康

内服忘れ　　なし　・　あり（頻度　　　　　　　　　)

不安なし　　・　　不安あり

問合せ先：沖縄県保健医療介護部国民健康保険課

（aa030340@pref.okinawa.lg.jp）



資料集（3/8）
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・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（秋田県）

対象者の家族構成、健康状態、介護状況、閉じこもりの度合いなどを把握する

ための問診票となっている。

・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（栃木県）

「友人・知人と連絡する頻度」や「今の生活に対する満足度」など、対象者の

生活状況について尋ねる問診票となっている。

出典：秋田県提供資料

問合せ先：秋田県保険者協議会事務局（秋田県健康づくり推進課国保医療室）

（kokuho@mail2.pref.akita.jp）

出典：栃木県提供資料

問合せ先：栃木県保健福祉部国保医療課

（kokuho-iryou@pref.tochigi.lg.jp）
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・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（静岡県）

対象者の心身の健康状態や生活状況（他者とのかかわり、気がかりなこと等）を尋ねるための問診票となっている。

出典：静岡県提供資料
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・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（岩手県）

対象者の健康状態や生活状況を尋ねるための問診票となっており、医師が記入するシートと対象者本人が記入するシートの２種類に分かれている。

出典：岩手県提供資料

問合せ先：釜石市地域包括ケア推進本部事務局

（kea@city.kamaishi.iwate.jp）
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出典：日本産婦人科医会「MCMC母と子のメンタルヘルスケア」ホームページ

（https://mcmc.jaog.or.jp/pages/epds）

・モデル事業調査において活用されているアセスメントシート（大阪府）

大阪府では、妊婦が抱える様々な問題を把握するための「エジンバラ産後うつ病自己評価票（EPDS）」を活用した上で対象者のアセスメントを実施し

ている。うつや育児不安項目等、症状の持続期間や程度、家事・育児機能について評価するための問診票となっている。
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・モデル事業調査において活用されている医師会等との情報連携支援様式（三重県）

医師とモデル事業実施事務局（地域包括支援センター）が対象者に関する情報を交換するために活用されている様式で、

相談支援依頼票と支援状況連絡票の２シートに分かれている。

出典：三重県提供資料

問合せ先：名張市福祉子ども部地域包括支援センター

（houkatsu-c@city.nabari.lg.jp）
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・モデル事業調査において活用されているかかりつけ医とリンクワーカー間の連携を促すための情報連携支援様式（兵庫県）

かかりつけ医とリンクワーカー間で対象者の情報を共有し合うために活用されている様式で、

相談支援依頼シートと支援状況連絡シートの２種類に分かれている。

出典：兵庫県提供資料

問合せ先：養父市健康福祉部社会的処方推進課

（shakaitekishoho@city.yabu.lg.jp）


